
美浜３号炉 特定重大事故等対処施設 設置許可申請書記載（本文五号）

＜緊急時制御室＞

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

下線：今回の申請での変更箇所

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 差異の説明 

ヌ．その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備

(3) その他の主要な事項

(ⅹ) 特定重大事故等対処施設を構成する設備

k. 緊急時制御室

ヌ．その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備

(3) その他の主要な事項

(ⅹ) 特定重大事故等対処施設を構成する設備

k. 緊急時制御室
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美浜３号炉 特定重大事故等対処施設 設置許可申請書記載（本文五号）

＜緊急時制御室＞

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

下線：今回の申請での変更箇所

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 差異の説明 

　　　　　　は、有毒ガスが特定重大事故等対処施設を操作する

ために必要な要員に及ぼす影響により、特定重大事故等対処施設を

操作するために必要な要員の対処能力が著しく低下し、特定重大事

故等対処施設の機能が損なわれることがない設計とする。

そのために、固定源及び可動源それぞれに対して有毒ガス防護に

係る影響評価を実施する。

有毒ガスにより機

能を損なわない

ことを記載。
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美浜３号炉 特定重大事故等対処施設 設置許可申請書記載（本文五号）

＜緊急時制御室＞

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

下線：今回の申請での変更箇所

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 差異の説明 

有毒ガス防護に係る影響評価に当たっては、有毒ガスが大気中に

多量に放出されるかの観点から有毒化学物質の性状、貯蔵状況等を

踏まえ、固定源及び可動源を特定する。また、固定源の有毒ガス影響

を軽減することを期待する防液堤等は、現場の設置状況を踏まえ、

評価条件を設定する。

固定源に対しては、特定重大事故等対処施設を操作するために必

要な要員の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が、有毒ガス防護のた

めの判断基準値を下回るよう設計する。可動源に対しては、

　　　の換気空調設備の隔離等の対策により特定重大事故等対処施

設を操作するために必要な要員を防護できる設計とする。

有毒ガス防護に係る影響評価において、有毒ガス影響を軽減する

ことを期待する防液堤等は、必要に応じて施設管理及び運用管理を

適切に実施する。
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美浜発電所３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類八）

＜緊急時制御室＞

下線：今回の申請での変更箇所

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置変更許可申請書記載 備考 

第四十二条 特定重大事故等対処施設

１ 工場等には、次に掲げるところにより、特定重大事故等対処施設を設けなければ

ならない。

二 原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有するものであること。 

適合のための設計方針

　　　　　　に関して以下のとおり設計する。

有毒ガスの発生に関して、有毒ガスが特定重大事故等対処施設を操作するために必

要な要員に及ぼす影響により、特定重大事故等対処施設を操作するために必要な要員

の対処能力が低下し、特定重大事故等対処施設の機能が損なわれることがない設計と

する。

そのために、固定源及び可動源それぞれに対して有毒ガス防護に係る影響評価を

実施する。

固定源に対しては、特定重大事故等対処施設を操作するために必要な要員の吸気

中の有毒ガス濃度の評価結果が、有毒ガス防護のための判断基準値を下回る設計と

するとともに、可動源に対しては、　　　　　　の換気空調設備の隔離等の対策に

より特定重大事故等対処施設を操作するために必要な要員を防護できる設計とす

る。

そのほかの　　　　　　 に係る設計方針については、令和 2 年 7 月 8 日付け原規

規発第 2007083 号をもって設置変更許可を受けた設計方針に同じ。 

有毒ガスにより機能を損

なわないことを記載。
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類八）

＜緊急時制御室＞

下線：今回の申請での変更箇所

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 備考 

10. その他発電用原子炉の附属施設

10.13 特定重大事故等対処施設

10.13.11 緊急時制御室

10.13.11.2 設計方針

10. その他発電用原子炉の附属施設

10.13 特定重大事故等対処施設

10.13.11 緊急時制御室

10.13.11.2 設計方針
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類八）

＜緊急時制御室＞

下線：今回の申請での変更箇所

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 備考 
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類八）

＜緊急時制御室＞

下線：今回の申請での変更箇所

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 備考 

は、有毒ガスが特定重大事故等対処施設を操作するために必要な要

員に及ぼす影響により、特定重大事故等対処施設を操作するために必要な要員の対

処能力が著しく低下し、特定重大事故等対処施設の機能が損なわれることがない設

計とする。

そのために、有毒ガス評価ガイドを参照し、有毒ガス防護に係る影響評価を実施

する。

有毒ガス防護に係る影響評価に当たっては、有毒ガスが大気中に多量に放出され

るかの観点から、有毒化学物質の揮発性等の性状、貯蔵量、建屋内保管、換気等の

貯蔵状況等を踏まえ、敷地内及び中央制御室等から半径 10km 以内にある敷地外の

固定源並びに可動源を特定し、特定した有毒化学物質に対して有毒ガス防護のため

の判断基準値を設定する。また、固定源の有毒ガス影響を軽減することを期待する

防液堤等は、現場の設置状況を踏まえ、評価条件を設定する。

固定源に対しては、貯蔵容器すべてが損傷し、有毒化学物質の全量流出によって

発生した有毒ガスが大気中に放出される事象を想定し、特定重大事故等対処施設を

操作するために必要な要員の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が、有毒ガス防護の

ための判断基準値を下回るよう設計する。

可動源に対しては、「10.12 通信連絡設備」に記載する通信連絡設備による連絡、　

の換気空調設備の隔離、防護具の着用等により特定重大事故等対処施

設を操作するために必要な要員を防護できる設計とする。

有毒ガス防護に係る影響評価において、有毒ガス影響を軽減することを期待する

防液堤等は、必要に応じて施設管理及び運用管理を適切に実施する。 

有毒ガスにより機能を損

なわないことを記載。
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類八）

＜緊急時制御室＞

下線：今回の申請での変更箇所

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

美浜３号炉 設置許可申請書記載 美浜３号炉 設置変更許可申請書記載 備考 

10.13.11.2.1 多重性又は多様性、独立性、位置的分散 
変更前の「10.13.11.2.1 多重性又は多様性、独立性、位置的分散」の記載に同

じ。

10.13.11.2.2 悪影響防止 
変更前の「10.13.11.2.2 悪影響防止」の記載に同じ。 

10.13.11.2.3 容量等 
変更前の「10.13.11.2.3 容量等」の記載に同じ。 

10.13.11.2.4 環境条件等 
変更前の「10.13.11.2.4 環境条件等」の記載に同じ。 

10.13.11.2.5 操作性の確保 
変更前の「10.13.11.2.5 操作性の確保」の記載に同じ。 

申請の差異
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（本文十号）

＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞

下線：今回の申請での変更箇所

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

(1) 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力

 (ⅱ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項

b. 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備

(a) 特定重大事故等対処施設の手順書の整備

(a-1) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合への対応における考慮

 (a-1-1) 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズム

により想定される重大事故等が発生し、中央制御室及び緊急時対

策所が機能喪失する過酷な状態において、原子炉施設の状態の把

握及び原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムにより想定される重大事故等対策の適切な判断を行うため、

必要な情報が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法

を整理するとともに、判断基準を明確にし、手順書にまとめる。 
 (a-1-2) 原子炉格納容器の破損を防ぐために、最優先すべき操作等を

迷うことなく判断し実施できるよう、判断基準をあらかじめ明確

にした手順書を以下のとおり整備する。

特定重大事故等対処施設の使用については、原子炉格納容器の

破損を防止するために必要な各操作について、手順着手の判断基

準を明確にした手順を整備する。

フィルタベントについては、フィルタでは除去できない希ガス

を含んだ原子炉格納容器内雰囲気を大気へ放出する手順である

が、原子炉格納容器の破損を防止するためにフィルタベントを実

施する必要がある場合において、迷わずフィルタベントを用いた

放射性物質の放出を行えるよう判断基準を明確にした手順を整備

する。

 (a-1-3) 特定重大事故等対処施設による対応において、財産（設備等）

保護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できるよう、社

長があらかじめ方針を示す。

特定重大事故等対処施設による対応において、原子力防災管理

者及び当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護

よりも安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策

本部が使用する手順書及び運転員が使用する手順書に整備する。

また、特重施設要員が躊躇せず操作できるよう、財産（設備等）

保護よりも安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を特重施

(1) 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力

 (ⅱ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項

b. 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備

(a) 特定重大事故等対処施設の手順書の整備

(a-1) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合への対応における考慮

 (a-1-1) 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズム

により想定される重大事故等が発生し、中央制御室及び緊急時対

策所が機能喪失する過酷な状態において、原子炉施設の状態の把

握及び原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムにより想定される重大事故等対策の適切な判断を行うため、

必要な情報が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法

を整理するとともに、判断基準を明確にし、手順書にまとめる。 
 (a-1-2) 原子炉格納容器の破損を防ぐために、最優先すべき操作等を

迷うことなく判断し実施できるよう、判断基準をあらかじめ明確

にした手順書を以下のとおり整備する。

特定重大事故等対処施設の使用については、原子炉格納容器の

破損を防止するために必要な各操作について、手順着手の判断基

準を明確にした手順を整備する。

フィルタベントについては、フィルタでは除去できない希ガス

を含んだ原子炉格納容器内雰囲気を大気へ放出する手順である

が、原子炉格納容器の破損を防止するためにフィルタベントを実

施する必要がある場合において、迷わずフィルタベントを用いた

放射性物質の放出を行えるよう判断基準を明確にした手順を整備

する。

 (a-1-3) 特定重大事故等対処施設による対応において、財産（設備等）

保護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できるよう、社

長があらかじめ方針を示す。

特定重大事故等対処施設による対応において、原子力防災管理

者及び当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護

よりも安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策

本部が使用する手順書及び運転員が使用する手順書に整備する。

また、特重施設要員が躊躇せず操作できるよう、財産（設備等）

保護よりも安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を特重施
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（本文十号） 
＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞ 

 

下線：今回の申請での変更箇所 

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

設要員が使用する手順書に整備する。 
特定重大事故等対処施設による対応時の発電所原子力緊急時対

策本部（以下「発電所対策本部」という。）活動において特定重大

事故等対処施設による対応を実施する際に、発電所対策本部長が、

財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針にしたがった判断

を実施する。また、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方

針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部が使用する手順書に

整備する。 
 (a-1-4) 特定重大事故等対処施設による対応に使用する手順書とし

て、発電所内の実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応

じて実効的に特定重大事故等対処施設による対応を実施するた

め、特重施設要員、運転員及び緊急時対策本部が使用する手順書

を適切に定める。 
緊急時対策本部が使用する手順書に、体制、通報及び発電所対

策本部内の連携等について明確にした手順を定める。 
特重施設要員及び運転員が使用する手順書は、事故の進展状況

に応じて、構成を明確化し、手順書相互間を的確に移行できるよ

う、移行基準を明確にする。 
 (a-1-5) 特定重大事故等対処施設による対応の判断基準として確認さ

れる水位、圧力等の計測可能なパラメータを整理し、手順書に明

記する。 
原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムに

より想定される重大事故等に対処するために監視することが必要

なパラメータを、あらかじめ選定し、手順書に明記する。 
パラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータ

及び代替確認手段にて当該パラメータを推定する方法を手順書に

明記する。 
また、特定重大事故等対処施設による対応におけるパラメータ

挙動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を手順書に

整理する。 
想定する起因事象と特定重大事故等対処施設の効果の評価にて

整理した有効な情報について、特重施設要員及び発電所緊急時対

策本部要員（以下「緊急時対策本部要員」という。）が監視すべき

パラメータの選定、状況の把握及びパラメータ挙動予測並びに影

響評価のための判断情報とし、特重施設要員及び緊急時対策本部

が使用する手順書に整理する。 

設要員が使用する手順書に整備する。 
特定重大事故等対処施設による対応時の発電所原子力緊急時対

策本部（以下「発電所対策本部」という。）活動において特定重大

事故等対処施設による対応を実施する際に、発電所対策本部長が、

財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針にしたがった判断

を実施する。また、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方

針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部が使用する手順書に

整備する。 
 (a-1-4) 特定重大事故等対処施設による対応に使用する手順書とし

て、発電所内の実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応

じて実効的に特定重大事故等対処施設による対応を実施するた

め、特重施設要員、運転員及び緊急時対策本部が使用する手順書

を適切に定める。 
緊急時対策本部が使用する手順書に、体制、通報及び発電所対

策本部内の連携等について明確にした手順を定める。 
特重施設要員及び運転員が使用する手順書は、事故の進展状況

に応じて、構成を明確化し、手順書相互間を的確に移行できるよ

う、移行基準を明確にする。 
 (a-1-5) 特定重大事故等対処施設による対応の判断基準として確認さ

れる水位、圧力等の計測可能なパラメータを整理し、手順書に明

記する。 
原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムに

より想定される重大事故等に対処するために監視することが必要

なパラメータを、あらかじめ選定し、手順書に明記する。 
パラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータ

及び代替確認手段にて当該パラメータを推定する方法を手順書に

明記する。 
また、特定重大事故等対処施設による対応におけるパラメータ

挙動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を手順書に

整理する。 
想定する起因事象と特定重大事故等対処施設の効果の評価にて

整理した有効な情報について、特重施設要員及び発電所緊急時対

策本部要員（以下「緊急時対策本部要員」という。）が監視すべき

パラメータの選定、状況の把握及びパラメータ挙動予測並びに影

響評価のための判断情報とし、特重施設要員及び緊急時対策本部

が使用する手順書に整理する。 
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（本文十号）

＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞

下線：今回の申請での変更箇所

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

 (a-1-6) 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズム

の前兆事象を把握ができるか、それにより想定される重大事故等

を引き起こす可能性があるかを考慮して、特定重大事故等対処施

設の機能の維持及び事故の緩和対策をあらかじめ検討しておき、

前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順を

整備する。

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合又は発生するおそれが

あると原子力防災管理者又は当直課長が判断した場合、原則とし

て原子炉の停止及び冷却操作を行う手順を整備する。

 (a-1-7) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる重大事故等が発生した場合においては、特定重

大事故等対処施設による対応を行う。なお、並行して「(ⅱ) 大規

模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項」の「a. 可搬型設備等による対応」で

整備した可搬型設備等による対応準備も行い、柔軟で多様性のあ

る対応ができるように考慮する。

 (a-1-6) 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズム

の前兆事象を把握ができるか、それにより想定される重大事故等

を引き起こす可能性があるかを考慮して、特定重大事故等対処施

設の機能の維持及び事故の緩和対策をあらかじめ検討しておき、

前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順を

整備する。

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合又は発生するおそれが

あると原子力防災管理者又は当直課長が判断した場合、原則とし

て原子炉の停止及び冷却操作を行う手順を整備する。

(a-1-7) 有毒ガス発生時に、事故対策に必要な各種の操作を行うことが

できるよう、特重施設要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防

護のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備する。

固定源に対しては、特重施設要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒

ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。可動源に対し

ては、換気空調設備の隔離等により、特重施設要員が事故対策に

必要な各種の操作を行うことができるようにする。

予期せぬ有毒ガスの発生においても、特重施設要員に対して配

備した防護具を着用することにより、事故対策に必要な各種の操

作を行うことができるよう手順と体制を整備する。

(a-1-8) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる重大事故等が発生した場合においては、特定重

大事故等対処施設による対応を行う。なお、並行して「(ⅱ) 大規

模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項」の「a. 可搬型設備等による対応」で

整備した可搬型設備等による対応準備も行い、柔軟で多様性のあ

る対応ができるように考慮する。

・有毒ガス防護に係る

規則改正に伴い追

加
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類十）

＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞

下線：今回の申請での変更箇所

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的

能力

5.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

への対応における事項

5.2.2 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備

5.2.2.1 特定重大事故等対処施設の手順書の整備

(1) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによる重大事故等が発生した場合への対応における考慮

a. 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムに

より想定される重大事故等が発生し、中央制御室及び緊急時対策所

が機能喪失する過酷な状態において、原子炉施設の状態の把握及び

原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

り想定される重大事故等対策の適切な判断を行うため、必要な情報

が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法を整理すると

ともに、判断基準を明確にし、手順書にまとめる。

b. 原子炉格納容器の破損を防ぐために、最優先すべき操作等を迷う

ことなく判断し実施できるよう、判断基準をあらかじめ明確にした

手順書を以下のとおり整備する。

特定重大事故等対処施設の使用については、原子炉格納容器の破

損を防止するために必要な各操作について、手順着手の判断基準を

明確にした手順を整備する。

フィルタベントについては、フィルタでは除去できない希ガスを

含んだ原子炉格納容器内雰囲気を大気へ放出する手順であるが、原

子炉格納容器の破損を防止するためにフィルタベントを実施する必

要がある場合において、迷わずフィルタベントを用いた放射性物質

の放出を行えるよう判断基準を明確にした手順を整備する。

c. 特定重大事故等対処施設による対応において、財産（設備等）保

護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できるよう、社長が

あらかじめ方針を示す。

特定重大事故等対処施設による対応において、原子力防災管理者

及び当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護より

も安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部が

使用する手順書及び運転員が使用する手順書に整備する。また、特

重施設要員が躊躇せず操作できるよう、財産（設備等）保護よりも

5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的

能力

5.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

への対応における事項

5.2.2 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備

5.2.2.1 特定重大事故等対処施設の手順書の整備

(1) 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによる重大事故等が発生した場合への対応における考慮

a. 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムに

より想定される重大事故等が発生し、中央制御室及び緊急時対策所

が機能喪失する過酷な状態において、原子炉施設の状態の把握及び

原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

り想定される重大事故等対策の適切な判断を行うため、必要な情報

が速やかに得られるように情報の種類及び入手方法を整理すると

ともに、判断基準を明確にし、手順書にまとめる。

b. 原子炉格納容器の破損を防ぐために、最優先すべき操作等を迷う

ことなく判断し実施できるよう、判断基準をあらかじめ明確にした

手順書を以下のとおり整備する。

特定重大事故等対処施設の使用については、原子炉格納容器の破

損を防止するために必要な各操作について、手順着手の判断基準を

明確にした手順を整備する。

フィルタベントについては、フィルタでは除去できない希ガスを

含んだ原子炉格納容器内雰囲気を大気へ放出する手順であるが、原

子炉格納容器の破損を防止するためにフィルタベントを実施する必

要がある場合において、迷わずフィルタベントを用いた放射性物質

の放出を行えるよう判断基準を明確にした手順を整備する。

c. 特定重大事故等対処施設による対応において、財産（設備等）保

護よりも安全を優先する共通認識を持ち、行動できるよう、社長が

あらかじめ方針を示す。

特定重大事故等対処施設による対応において、原子力防災管理者

及び当直課長が躊躇せず指示できるよう、財産（設備等）保護より

も安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を緊急時対策本部が

使用する手順書及び運転員が使用する手順書に整備する。また、特

重施設要員が躊躇せず操作できるよう、財産（設備等）保護よりも
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類十） 
＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞ 

 

下線：今回の申請での変更箇所 

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を特重施設要員が使用

する手順書に整備する。 
特定重大事故等対処施設による対応時の発電所の原子力緊急時対

策本部（以下「発電所対策本部」という。）活動において特定重大事

故等対処施設による対応を実施する際に、発電所対策本部長が、財

産（設備等）保護よりも安全を優先する方針にしたがった判断を実

施する。また、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基

づき定めた判断基準を緊急時対策本部が使用する手順書に整備す

る。 
 

d.  特定重大事故等対処施設による対応に使用する手順書として、発

電所内の実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応じて実

効的に特定重大事故等対処施設による対応を実施するため、特重施

設要員、運転員及び緊急時対策本部が使用する手順書を適切に定め

る。 
緊急時対策本部が使用する手順書に、体制、通報及び発電所対策

本部内の連携等について明確にした手順を定める。 
特重施設要員及び運転員が使用する手順書は、事故の進展状況に

応じて、構成を明確化し、手順書相互間を的確に移行できるよう、

移行基準を明確にする。 
 

e.  特定重大事故等対処施設による対応の判断基準として確認され

る水位、圧力等の計測可能なパラメータを整理し、手順書に明記す

る。 
原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

り想定される重大事故等に対処するために監視することが必要なパ

ラメータを、あらかじめ選定し、手順書に明記する。 
パラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータ及

び代替確認手段にて当該パラメータを推定する方法を手順書に明記

する。 
また、特定重大事故等対処施設による対応におけるパラメータ挙

動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を手順書に整理

する。 
想定する起因事象と特定重大事故等対処施設の効果の評価にて整

理した有効な情報について、特重施設要員及び発電所緊急時対策本

部要員（以下「緊急時対策本部要員」という。）が監視すべきパラメ

安全を優先する方針に基づき定めた判断基準を特重施設要員が使用

する手順書に整備する。 
特定重大事故等対処施設による対応時の発電所の原子力緊急時対

策本部（以下「発電所対策本部」という。）活動において特定重大事

故等対処施設による対応を実施する際に、発電所対策本部長が、財

産（設備等）保護よりも安全を優先する方針にしたがった判断を実

施する。また、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基

づき定めた判断基準を緊急時対策本部が使用する手順書に整備す

る。 
 

d.  特定重大事故等対処施設による対応に使用する手順書として、発

電所内の実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応じて実

効的に特定重大事故等対処施設による対応を実施するため、特重施

設要員、運転員及び緊急時対策本部が使用する手順書を適切に定め

る。 
緊急時対策本部が使用する手順書に、体制、通報及び発電所対策

本部内の連携等について明確にした手順を定める。 
特重施設要員及び運転員が使用する手順書は、事故の進展状況に

応じて、構成を明確化し、手順書相互間を的確に移行できるよう、

移行基準を明確にする。 
 

e.  特定重大事故等対処施設による対応の判断基準として確認され

る水位、圧力等の計測可能なパラメータを整理し、手順書に明記す

る。 
原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

り想定される重大事故等に対処するために監視することが必要なパ

ラメータを、あらかじめ選定し、手順書に明記する。 
パラメータが故障等により計測不能な場合は、代替パラメータ及

び代替確認手段にて当該パラメータを推定する方法を手順書に明記

する。 
また、特定重大事故等対処施設による対応におけるパラメータ挙

動予測、影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を手順書に整理

する。 
想定する起因事象と特定重大事故等対処施設の効果の評価にて整

理した有効な情報について、特重施設要員及び発電所緊急時対策本

部要員（以下「緊急時対策本部要員」という。）が監視すべきパラメ
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美浜３号炉 設置変更許可申請書記載（添付書類十）

＜大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項＞

下線：今回の申請での変更箇所

美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 美浜発電所３号炉 設置許可申請書記載 備考 

ータの選定、状況の把握及びパラメータ挙動予測並びに影響評価の

ための判断情報とし、特重施設要員及び緊急時対策本部が使用する

手順書に整理する。

f. 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムの前

兆事象を把握ができるか、それにより想定される重大事故等を引き

起こす可能性があるかを考慮して、特定重大事故等対処施設の機能

の維持及び事故の緩和対策をあらかじめ検討しておき、前兆事象を

確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順を整備する。

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる重大事故等が発生した場合又は発生するおそれがある

と原子力防災管理者又は当直課長が判断した場合、原則として原子

炉の停止及び冷却操作を行う手順を整備する。

g. 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合においては、特定重大事

故等対処施設による対応を行う。なお、並行して「5.2.1 可搬型設

備等による対応」で整備した可搬型設備等による対応準備も行い、

柔軟で多様性のある対応ができるように考慮する。

ータの選定、状況の把握及びパラメータ挙動予測並びに影響評価の

ための判断情報とし、特重施設要員及び緊急時対策本部が使用する

手順書に整理する。

f. 原子炉補助建屋等への大型航空機の衝突その他のテロリズムの前

兆事象を把握ができるか、それにより想定される重大事故等を引き

起こす可能性があるかを考慮して、特定重大事故等対処施設の機能

の維持及び事故の緩和対策をあらかじめ検討しておき、前兆事象を

確認した時点で事前の対応ができる体制及び手順を整備する。

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる重大事故等が発生した場合又は発生するおそれがある

と原子力防災管理者又は当直課長が判断した場合、原則として原子

炉の停止及び冷却操作を行う手順を整備する。

g. 有毒ガス発生時に、事故対策に必要な各種の操作を行うことがで

きるよう、特重施設要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護の

ための判断基準値以下とするための手順と体制を整備する。固定源

に対しては、特重施設要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値を下回るようにする。可動源に対しては、換気

空調設備の隔離等により、特重施設要員が事故対策に必要な各種の

操作を行うことができるようにする。

予期せぬ有毒ガスの発生においても、特重施設要員に対して配備

した防護具を着用することにより、事故対策に必要な各種の操作を

行うことができるよう手順と体制を整備する。

h. 原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる重大事故等が発生した場合においては、特定重大事

故等対処施設による対応を行う。なお、並行して「5.2.1 可搬型設

備等による対応」で整備した可搬型設備等による対応準備も行い、

柔軟で多様性のある対応ができるように考慮する。

・有毒ガス防護に係る

規則改正に伴い追

加
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